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第第第第３３３３回回回回高知県森林整備公社経営検討委員会高知県森林整備公社経営検討委員会高知県森林整備公社経営検討委員会高知県森林整備公社経営検討委員会    

    

開催日時 平成 22 年２月 19 日（金） 18 時 00 分 ～ 19 時 40 分 

開催場所 県庁本庁舎２階 第２応接室 

参 加 者   （委員） 

  根小田渡委員（委員長）、橋本誠委員、中越利茂委員、金子努委員、 

  高村禎二委員、武田裕忠委員、森永洋司委員 

    （高知県） 

  臼井林業振興・環境部長、安岡林業振興・環境副部長、 

  大野森づくり推進課長、久武企画監（分収林改革担当） 

欠  席 戸田文友委員 

司 会 森づくり推進課 春山課長補佐 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

（司会） 

 遅い時間のご案内になりましたけど、ご出席をいただきまして誠にありがとうございま

す。 

 早速ですけども、第３回目となります高知県森林整備公社経営検討委員会を開催いたし

ます。 

 本日の日程はお手元の会議次第の通り、まずは報告事項として前回委員会の整理を行っ

た後、議事ということになっています。よろしくお願いいたします。 

 それから次のページに今日の会の資料の一覧を付けておりますけども、資料の１から４

と日刊新聞の切り抜きを付けています。ご確認お願いをいたします。 

 その資料の中で、資料１につきましては武田委員さんから提供していただいたものでご

ざいます。 

 それから今日は、戸田委員が所用のため欠席の連絡を受けております。 

 それと森永委員さんと武田委員さんが少し遅れるということでございます。 

 では、これから根小田委員長さんに議長になっていただきまして会を執行いたします。 

 

（根小田委員長） 

 はい、それではただ今から第３回の森林整備公社経営検討委員会を始めさせていただき

ます。年度末のお忙しい時期で、しかも夜の時間で大変お忙しいときにお集まりいただき

ましてありがとうございます。 

 本日の議事は、会議次第にありますように「森林整備公社の今後の大まかな方向性につ

いて」審議をしていただきまして、委員会として大まかな方向性を示すということになっ

ておりますので、ご協力よろしくお願いいたします。 
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 それでは、最初に前回の委員会の議論、いろいろありましたが、その論点の整理につい

て事務局の方から報告をいただきたいと思います。よろしいでしょうか。 

 

（事務局） 

 事務局の方からちょっと説明をさせていただきます。 

 資料 No.２を見ていただきたいのですが、よろしいでございましょうか。 

 （１）（２）となっていまして、（２）のところに各委員さんの意見ということで、申し

わけなかったですけど、お名前を出させていただいて、発言をしていただいた趣旨を取り

まとめております。 

 また、委員長の方からは、やはり「今後の県民負担はどうなのか」と。要は「ここがは

っきりしないとなかなか方向性が出せない、決まらないね」というようなお話をいただき

ました。 

 それから、公益法人への移行時の論点としては、やはり「ビジネスという側面と公益性

の側面があるんだけれど、ここのところを整理をしないと」ということで「事務の方で資

料を提供をする必要があるんじゃないか」というようなお話をいただいたと思います。 

 特別委員である東京の弁護士の橋本先生の方からは、「やはり林野庁が進めてきた事業で

ございますので、林業の特殊性を考えると公社を止めるというふうにはなかなかならない

のではないか」、ということをおっしゃっていただいたり、「公社の存廃、公社の箱と事業

は別問題で考えた方がいいんではないか」というようなお話をいただきました。 

 それから、やはり今後については、元金は無理なんでしょうけども、「有利子負債の対策

が重要になってくる」のではないかなというようなご意見をいただきました。 

 金子委員さんの方からは、「今のまま存続でやって、もしかして、続けていくということ

であれば、住民訴訟が起こる可能性がある」よと、いうような事例を含めてですね、実は

18 年度のグリーンピアの判例を参考にさせていただきながら、そういう訴訟も起こること

もあるということで、少し注意をするべきではないかというようなご意見をいただきまし

た。 

 それから、高村委員さんの方からは、「今のところ公社の方でランク分けをしてるんで、

現地を見ないとなかなか判断できないね」というようなことで、「現地調査についても可能

かどうか」というような話をしていただきました。 

 それから、少し公社の資産について私の方が「今まで投資経費をつぎ込んでいます」と、

いうことを説明したところ、やはり「どういう経費を使っているのか、分析をしなければ

なかなか分からない」ということで、「少しそういう分析の資料がいただけないかな」とい

うことだったんですけど。ここについては少し武田委員さんからご説明をいただいたんで

すけど、無駄ということよりも、我々もそういうご意見をいただきましたので、そういう

資料も見ていただかなければいけないなと思っております。 

 それから、次のページで武田委員さんの方もやはり「最終的には有利子負債の軽減が最
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大の課題であろう、懸案事項であろう」というようなことをおっっしゃっていただきまし

た。 

 公認会計士の橋本委員さんの方からは、「今の状態は危機的な状態にある公社については、

やはり県が合意する再建計画については、公社がやはり必要があるというか、受け入れる

べきである」と、いうことで一体的な対応をしなければいけないというような趣旨の発言

だったと思います。 

 それから、借金はなかなか全部返せないとしても、やはり投資をする順番というか、「投

資する金額以上はやはり返済をする、ということが存続です。投資した金額は返せない所

については、廃止を提案する」ということで、少しはっきりと、こういう方針を提案をし

ていただいたということになろうかと思います。 

 それから、森永委員の方には、「事業活動収支の赤字分は県からの借入金、貸付金となれ

ば、自動的に公社は存続できるだろう」というようなお話をいただきましたし、例えば「公

益法人に移行になれば、債務超過については大きな問題であろうか」というようなご意見

をいただきました。 

 それを皆さんのご意見をいろいろ言っていただいたり、ちょっと簡潔化をして申しわけ

なかったですが、論点整理ということで、また１ページ目に戻っていただくと、（１）の中

で、やはり「今後の県民負担」ということを考えていかないといけない。 

 やはり、これだけ大きな負債を抱えていますので、有利子負債の軽減が対策として考え

られる。 

 それから、もう１点としては、分収林事業について、「本当に公益性があるのか」。ここ

については今後公益法人になるということであれば、この公益性については少し分析をし

なければならないんじゃないかなと。 

 それから、もう１つは、公益法人に移行をするということであれば、「債務超過であれば

問題」だろうと、こういう対策を練らないといけないんじゃないかなと、いうようなこと

もご意見の中で論点整理としては、先ほど申しました４点が中心になって議論をしていく

ということかなと、いうような形で事務局としてはまとめさせていただきました。 

 以上でございます。 

 

（根小田委員長） 

 はい、ありがとうございました。 

 事務局の方から前回の議論を整理して報告していただいたんですけども、今の説明につ

いて、委員の皆さま方、補足だとか、私の意見ちょっとニュアンスが違うとか、そういう

点、もしございましたら出していただいたらと思いますが、いかがでしょう。 

 特にございませんですか。ということであれば、今後の我々の委員会、今後検討してい

く課題として最初にこの今の説明の（１）のところにまとめらてるような点が、大きな検

討課題になるだろうということになると思います。 
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 それでは、続きまして本日のメインの議題であります、「森林整備公社の大きな方向性に

ついて」ということで、事務局の方から資料を基にして説明をいただきたいんですが、実

は武田委員が、前回、平成 14年度に公的分収林経営改善検討委員会というところで、分収

林の経営改善を検討した際に、武田委員はメンバーとして議論を取りまとめられたと聞い

ております。 

 その後、資料があるということで、ぜひその資料を基に公社の分収林事業について、我々

委員必ずしも具体的によく分かってない面もありますので、ぜひとも武田委員に説明して

いただきたいということで、資料も用意していただいておるのですが、委員の方がちょっ

と到着が遅れております。委員が到着された時点で、区切りのいいところで説明をいただ

いて、ということで、進めていきたいと思いますのでよろしくお願いします。 

 それでは、大まかな説明、方向性の方を。 

 

（事務局） 

 それでは、資料の３をお開きいただきたい。 

 前回事務局の方で４つくらいの大きな考えられる案というか、たたき台をお示しをした

わけですが、やはり委員さんの方からは、少し数字的なものを出さないと、なかな議論で

きないよねというようなご指摘がございました。実は私の方も、数字は出せるのかなとい

うふうに思ってたんですが、少し考えてみると、やはり前提条件がいろいろございまして、

なかなか数字化をするについては、いろいろ前提がございまして、今の段階で、少し数字

を出すのについて誤解を与えるのかなというふうに事務局の方で考えまして、資料３でお

配りをしております、各「項目ごとの相対的分析表」というような形で少し取りまとめを

させていただきました。 

 この資料を説明する前に、「分析の見方」ということで、７項目くらい書いてございます

が、この分析については、現状維持―現在の存続というよりも改善されるものを「◎」、そ

れから現状の存続を「○」と、現状よりも劣化するというなものを「△」ということで、

３段階に分けてます。これについては、なかなか数値化というのが難しくて、あえて３つ

に分けてございまして、現状よりもものすごくいい物も◎にしてますし、少しいい物も◎

にしてます。反対に現状よりもものすごく劣るんだけどもいうことも△にしてますし、そ

このところについては、なかなか条件がございまして、難しいということで、単純に３段

階に評価をしてますので、絶対的なものではないというのをひとつご理解をいただきたい

ということでございます。 

 それと、先ほども言いましたように単純な相対分析でございますので、絶対的なのもで

はないというのが２番に列記をさせていただきます。 

 それから、この分析については、方向性のたたき台ですが、現実味を加味したものがな

い、例えば土地所有者の問題については相手がおられることなんで、なかなか公社だけで

は対応できないと、要はその現実性については加味をしてませんということでご理解をい
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ただきたい。 

 それから、この分析結果についてはたたき台を出していますが、別に議論をこういう方

向で事務局として誘導するということではございません。ひとつの目安として見ていただ

ければな、というふうに思っております。 

 それから、この分析については、公社営林、公社が管理をしている山と県が管理をして

いる山、高知県と見れば同じ立場ということでトータル的な判断をしてます。公社だけの

判断でなくて県行造林を含めた、県を含めた全体の判断をしてるということでご理解をい

ただきたいと思います。 

 それから、不採算林とかいろいろ条件付きをしていますが、その管理については、不採

算林の廃止については、管理については、土地所有者がやっていただけると、いうことで、

そういう前提で分析をしております。 

 この方向性のたたき台については、下記以外にもいろんな要素がございます。そこにつ

いていろいろ前提がございますので、同じような４つの課題の中に大体、重複するという

か、対応するだろうというような項目を５つに分けて分析をしてるということでございま

すんで、そこの点を前提に説明をさせていただきたいと思います。 

 それでは、説明をさせていただきます。 

 まず、１ページ目でございますが、「存続する場合」は、これは公社そのものを、公社の

箱物については、公社を存続させる場合ということでご理解をいただきたいと思います。 

 それと左の方に「県民負担」、２番の「資金調達」と、それから「新公益法人への対応」、

「公益的な機能の発揮」、４番に「木材の安定供給」、それから最後に５番目には、「土地所

有者への対応」と。大きく分けるとこの５つの項目の中で、少し細目で分けておるという

ことでご理解いただきたい。 

 右の方にいきますと、「現状存続」という項目がございます。これについては、先ほど申

しましたように、これを基準として相対評価をしてますので、これについては全て○印に

なるということでございます。 

 今、公社の中では、今の計画の中では約 29億円の回収不能とういうか、収支が不均衡だ

ということになります。今のままで公社がやれば 29億程度が回収不能になる可能性がある、

ということの前提を基準にしております。 

 次の方にいきますと、「拡大で存続」すると、拡大で存続するというのは同じような分収

林事業は県の方でも県行造林というような名前で、同じような分収林事業をやってますの

で、それを一元化をしたということでございます。 

 ここで評価をしますと、左の方で県民負担について見てみると、○、◎、○という形で、

少し県民負担については、現状よりも優れているのかなと。 

 ただし、下の方を見ていただきますと、「土地所有者の対応」ということで、土地所有者

が県以外のところに管理を委託するということなんで、当然、土地所有者に対しても、皆

さん、当たっていかないといけないというような問題がございます、いうようなことでご
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ざいます。 

 それで、どうしましょう。もう一つだけ、存続のとこだけ説明させていただきます。 

 ３番目の方に「縮小存続」というのがございますが、これについては不採算林、採算林

というのを分けまして、採算、要は経済的に採算が合うという山だけを管理をすると、そ

れ以外については土地所有者にお返しをするということを前提でございます。 

 そうなると不採算林を廃止をしますので、当然それだけのコスト、削減される可能性が

できるということで、少しここに◎が１つ付いてますけど、県民負担については少し現状

よりも良くなる可能性がございます。 

 ここも同じように、下の方の４番、５番ということで△が続いてますが、当然、不採算

林を土地所有者にお返しするときに森林整備公社の一つの目的としましては、やはり木材

の安定供給ということもございます。そういうことにつきましては、そこから対象外にな

ってしまいますので、全体量が減ってしまう可能性があるということで、そういう供給面

からすると少し問題が劣化するんではないかと。 

 それから、不採算林については、土地所有者にお返しをしますので、今まで何十年、60

年とかということで、管理をしますという契約をしてますので、そういう契約を破棄する

ということに同意ができるのかどうかと。それと、土地所有者には全員当たらなければい

けませんので、そういうことについてご同意がいただけるのかというようなことが、少し

問題がある、劣化するんではないかということで、少しプラスのところにもあるんだけど、

マイナスにあるということで、課題もあるしメリットもあるしデメリットもあるというよ

うな表にしております。 

 すいません。一応ここで公社を存続という形で説明させていただいて、ひとつ区切りが

いいので武田委員さんもお見えになったので。 

 

（根小田委員長） 

 はい、分かりました。 

 本日のメインの議題の「森林整備公社の今後のあり方について」ということで、大まか

な方向性について議論するための資料を事務局の方から説明を始めていただいたんですけ

ども、多くの、僕中心でありますけれども、我々委員が必ずしも公社のこれまでの分収林

の事業について十分正確に理解してない面もございますので、平成 14年度の公的分収林経

営改善検討委員会で、検討を行った際の取りまとめをしていただきました武田委員の方が

資料を出していただいておりますので、ぜひこれまでの公社の分収林事業について問題点

等を説明をしていただいた方が、今後の議論をやりやすいんじゃないかと思いますので、

武田委員よろしくお願いします。 

 

（武田委員） 

 遅くなってすみません。 
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 ちょっと駐車場に車入れるの時間がかかっちゃって…。 

 資料を見ていただくと、14 年度に委員の中に主婦の方とかいろんな方がいらっしゃいま

して、そういう人たちのレベルを合わせるのにいろいろ苦労をしたものですから、それと

あと、その時にあぶりだした問題の中で、メモを見てたらちょっとおもしろいなと思うメ

モが出てきたものですから、今日ちょっとご披露させていただこうかということで時間を

いただいています。 

 まず、１番目ですけど、これは、公社の分収林がどれくらい県の中で比率があるか、と

いうことなんですけど、59 万 8千 ha、県内の林全体で、民有の人工林としては 29 万 9 千

ha と。で、公社のところがこのうち１万 5千 ha、大体、民有の人工林の５％程度を公社が

占めてるという、そのボリュームをまず知っていただこうかないうことで、１ページ目は

書いています。 

 それから、２番目に「分収林契約の概要」ということなんですけど、基本的には土地を

借りて、その上に造林して、出た利益を分けましょうというのが、分収林契約の基本的な

考え方です。 

 それで、木材の収入から伐採搬出費用を、木材の価格というのは市場の価格なんですけ

ど、それから伐採とか搬出の費用を引くとかなり安くなっちゃいます。ただそれで上がっ

た金額を土地所有者と造林者で分けましょうというのが考え方なんですけど、その下に非

常に単純化して書きましたけど、丸太市場価格というのが、いわゆるなんとか市場、共販

場で付く金額です。 

 それから、造林原価と伐出費用、これを引いたものが山元価格といわれます。これの 60％

を公社が取りましょう、40％を土地の所有者が取りましょうということで、そういう約束

が分収林契約というものになっています。 

 それで、これらを決める要素としては、市場価格というのがあるんですけど、これは変

動が大きくて、例えばヒノキだと今、１㎥あたり２万から２万２千円くらいと言われてい

ますが、昭和 55年当時は８万４千円もしてたと。これが一つには、このあとちょっと触れ

ますが、問題の大きくなっている原因です。４分の１くらいになってしまっている。 

 それから、伐出費用というのが、これは我々部外者にとっては非常に難しかったのです

が、木に値段が付いてるのになぜお金が入って来ないのという話なんですが、実を言うと

木を伐ったり、それから運び出すのに相当な金額がかかってます。特に主に人件費なんで

すけど、そういったものを計算するとかなりの金額になります。 

 これは、例えばの話で条件によっても非常に変わるものですから、なかなか金額を言う

と誤解されちゃうかもしれませんが、目安として聞いていただきたいのが、スギだと大体

１㎥あたり、１万円前後かかると言われています。 

 それから、ヒノキとかマツだと１万５千円、出所は定かではないですが、平成 13 年の伐

出費用のデータは、ヒノキで２万１千円かかっています。それから、マツで２万円かかっ

ているというデータもあるくらい、伐出費用というのは非常に高額になっています。 
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 そのため、簡単に言ったら１㎥２万円で売れて２万円の伐出費用ですから、手取りがゼ

ロになるというふうに理解していただいたらいいと思います。 

 この伐出費用が算定が難しいというのは、まず団地の場所によって、例えば団地の場所

が林道から遠いか近いかとか、それから植えてある植林位置が急峻であるか、なだらかで

あるかとか、それから団地の規模が大きいか小さいか、そういったことでいちいち１ヵ所

ごとに全部違いますので一概に言えないんですが、とりあえずこれぐらいかかるっていう

ことでアバウトな数字として、数字にこだわらず聞いていただけたらと思います。こうい

うところで数字をしゃべると数字の方が先行するので嫌なんですけど、ただ言わないと理

解できないので、数字を打ってます。 

 造林原価というのが一般的には植林と育林の費用だということになってますが、公社の

場合、ここにかなり問題点がありまして、直接原価、これは 14年の時に試算して、全部売

り終わったら公社がいくらかかるかっていう試算をしてみました。 

 その時に直接原価は146億円。ただそこについては平成14年現在ではほぼ支払い済みで、

この後こういう費用としてかかるのは９億円くらいじゃないかと言われています。 

 それから一般管理費 74億円。ただし、この一般管理費については、かなり公社の方は自

分たちが長生きしようとしてたのかもしれませんけど、28 億円を支払い済みで 45 億円は

これから支払うということで、74億円くらい必要だろうと言われています。 

 それから金利ですが、これについても83億円が支払い済みで、これから103億円くらい、

３～４億円ずつ払わなければいけないんじゃないかと、いうことで 187 億円。 

 見ていただきたいのは、直接原価より金利の方が大きいと、金利は最近少し圧縮してる

ようですけど、例えば我々の会計士なんかの世界で言うと、支払ってる直接の金利という

のは減ってますが、逆に言うと機会原価というか、本来その金額を別のところへ投資した

ら得べかりし利益というのを考えれば、この金額ではないですけど、こういう莫大なもの

がどこかに消失してるというふうに理解していただきたいと思います。 

 それで、売却の結果なんですけど、３通り書いておきましたが、山元価格が 60％、もち

ろんゼロ円より高くてかつ、60％より高ければ、造林原価よりも高ければ、公社は少なく

とも損をしないという状態になります。 

 ところが、60％より低いと山元価格の 60％より造林原価が高いという状態になるとその

分が、その分は公社が損を被るといことになります。ただし、その場合に土地の所有者に

は損は発生しないで、期待してた利益ほどいくかどうかは分からないけど、なにがしかの

お金はもらえると。 

 ところが、山元価格がゼロより低くなると、これは売るということで伐出費用を追い銭

のように出さなきゃいけないということになります。 

 そういうふうに３つのケースについては理解してください。 

 それから、前回の時もあったんですけど、次のページいきましたけど、収支見込みを金

額で表現しても、今お話のちょうど真最中だったパターンごとに、前回の時も非常に苦労



 9 

をしたんですが、今回も最終的にはこれを出さなければいけないと思うんですが、一定の

方向が出た後じゃないと出しにくいくらい複雑です。 

 何が複雑かというと、収入金額というのは材の単価と材積の掛け算で出るんですけど、

まず、何ができるか分からない、どれぐらいの材積が取れるか分からない状態で、今の段

階で推測しなくちゃいけません。だから製品の形が分からないのにもかかわらず、推測し

なくちゃいけないというのがまず一つあります。 

 それから、価格っていうのは非常に相場性がありますし、需給の問題がありますので、

いくらで売れるのかそれ自体分かりませんので、非常に推測が難しくて、条件を山ほど付

けないと一定の数字すらも出せないという状態です。 

 それで、どんな評価の方法があるかということなんですけど、例えば今現在、とにかく

今ある材木がいくらで売れるか計算しましょうかっていう考え方もありますが、それは契

約が、分収林契約がありますので、現実的ではないです。 

 契約末期の材積と市況によって評価しようかということになりますけど、今言ったよう

に不確定な要素がたくさんありますので、なかなか難しいと。 

 例えば何が難しいかというと、今言ったようないくつかのことと、もう一つ伐出費用に

ついては、先ほど話しましたけども、この当時の推算によると、伐出費用が千円変動する

ことによって、44 億円の推測の数字に影響があります。千円で 44 億ですから、かなり大

きな影響が与えられると思います。これは、それくらい材積が多いということなんですけ

ど。 

 それから、もう一つは、県内の人工林っていうのは伐期が非常に集中しています。この

伐期の集中というのは、例えば今まで人工林、特にこの分収林もそうですけど、人工林、

昭和 30 年、40 年代の非常にバブルみたいな状態で植えられた木も、主伐の時期がまだ迎

えてませんので、これを一気に伐った場合に市場にどんな影響を与えるかについては、ち

ょっと推測が不可能だと思います。それくらい伐期が集中していることによる市場をどれ

くらい動かすか、ということなんかの要素があるのでなかなか難しいのですが、ただ、比

較をする場合には一つのルールを決めといて計算したら、それの同じベース上では比較で

きるので、そういう意味での比較は必要だと私は思ってます。 

 それから、次に書いたのは、問題の所在とかいろいろ書いてありますけど、これは当時

出てきた問題点を若干整理したものが、報告書の中に書いてない中で、私が整理したメモ

が出てきたものですから、それをちょっと見ていただこうかなと思ったんですが、まず、

これはあくまで参考です。皆さん、これ、無視していただいて構わないですが、あくまで

参考として、生まれたときからこういう問題を抱えてるのが分収林であるというのを知っ

といていただいた方がいいかなと思って書いてあります。 

 一つ、超長期プロジェクトであると。投資が非常に初期に集中してると。なので、土地

の環境変化には対応できないようなプロジェクトだということが重ねてあります。対応す

るにはなんとかと書いてあります。 
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 これは、伐期をポートフォーリオみたいに組んで平均化することで危険を分散するしか

ないんじゃないかという意味合いです。 

 それから、公社による造林の特徴なんですけど、元来、林業っていうもの自体は、例え

ば日本で言うと、よく分かんないですけど、吉野林業とか 1500 年くらいに奈良で始まった

のが大体林業の最初だとかって言われてるようですけども、そのころから、人工林という

のもありました。ただ分収林と人工林は違うということなんですが、その当時の人工林と

いうのはどういう形態かというと、まず伐ってそこに畑を作って、それで畑がダメになっ

たらそこに植林して、別の所に移転して、そこを伐って売るという、まず売るから始まり

ますので、お金がまず入って来ます。 

 そういうところからスタートしたものなんですが、公社っていうのは裸山に木を植える

ところから始まっています。特に初期投資が非常に高い、そういう投資から始まっている

と。しかも、それは有利子で始めたというところに非常に問題があると思います。 

 それから、木材価格が４分の１くらいに落ちたという、これはちょっと想像がつかない

ことだと思います。 

 次のページですが、要点の整理として、これは私自身がいつも思うことなんですが、公

社のことを言う時にまず木材価格が低迷しなければ、何にも問題なくてうまくいったのか

なというのが、私がいつも思うことなんですけども、その際にやはり公社自身が持ってい

る経営上の問題点と、それから林業自体が持っている問題点というのは、分けてというか、

一応頭の中で分けて考えないとなかなか難しいのではないかと、難しいというか話がこん

がらがってしまいます。 

 それから、もう一つが２番目はどうでもいいですけど、３番目ですね。書かれている文

章を見ると、「人工造林の拡大と利益の分配」という公益性のことを言いながら、片一方で

は公益性のことを言いながら、片一方で収益性のことを言っている。それがない交ぜにな

って、組まれている。 

 それで、どっちつかずになってしまっている、というような現状があります。 

 あと、これ県が出すとちょっとまずいので、私が勝手に書いた文なんですが、回してい

ただけますか。 

 実は金利のあまりハードな内容なんで、これはあとで読んだら捨てといていただきたい

のですが、この分収林の形態を言うと、我々としては考えられないんですけど、事業とし

て回転する前から元金の返済を要求されてると、こんなばかなことありますか。 

 それから、通常我々が事業を考えるときに返済原資としてまず、利益と減価償却費とい

ったものを考えるわけですけど、それらが発生してないところから、利益も何も発生して

ないところから返済を迫るなんてのがありますかという、言葉ちょっと怒り狂って私がメ

モしたものですから、融資段階において本人に返済能力がないと分かっているにもかかわ

らず、要求は他のサラ金からお金を借りてきなさいとか、親からお金を取って来なさいと

いうような言い方で貸し付けてる、そういう公庫に対する怒りがあったものですから、書
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いてるんですけど。 

 そもそも、分収林というものの思想を徹底的に追求するならば、公庫の金利とか貸付元

本さえも分収の時に回収するのが正しいんじゃないかというようなことをちょこっと思っ

たものですから、その思いを汚い文章なんですけど、書いたのがこれです。 

 こういうものを背負いながら、分収林をやってるということをまず皆さんにちょっとだ

けお話しといた方がいいのかなということで、今日時間をちょっといただきました。 

 以上です。 

 

（根小田委員長） 

 はい、ありがとうございました。 

 公社の分収林事業の概要について問題点等詳しく説明いただきましたが、いかがでしょ

う。今の武田委員のご説明につきまして、ご質問等ございましたら、どなたかお出しいた

だければ。 

 

（高村委員） 

 すみません。 

 

（根小田委員長） 

 どうぞ。 

 

（高村委員） 

 まだ分からないところがあって、これ、伐出する時とか、例えば間伐を行うとか、ある

いは伐出する時に作業道をつけて、その作業道を使って、いろいろ機械を入れたりする場

合、通常のこういう山林の業務の場合は国とか県の補助金があって、それでなんとか採算

が成り立つというようなところがあるんですが、この分収林に関しては、そういう国・県

の補助金というのはどうなんでしょう。 

 

（事務局） 

 同じようにしてます。 

 

（高村委員） 

 じゃあ、この武田さんの計算というのは、その補助金を入れて計算してる。 

 

（武田委員） 

 林道をつける話と、伐出費用とは違って、伐出費用のほとんどというのは伐るための人

件費とか、木を伐るためには人件費が要ります。それから、そういうものを運搬するため
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の費用。ですから、林道から遠ければ運搬するのにコストがかかる。例えば、ウインチと

か索道の距離が長くなるとか、そういうことで高くなると。 

 

（事務局） 

 ちょっと補足します。 

 通常の補助金は、林地の外に出たところから市場まで、こういうのは経費としてみてな

いんです。林内で木を伐り倒して搬出する場合であっても林縁に集積すると、そこまでの

費用を補助していると、それで武田委員の言われたようなさらにそれに加わるコストがあ

る。 

 同時に補助金でみている部分も厳格に言うとコストですので、当然差し引かざるを得な

い。補助金がもしなければ、全然黒にはならない。 

 

（根小田委員長） 

 よろしいですか。 

 

（事務局） 

 ごめんなさい。 

 間伐はです。主伐は補助がありませんから。 

 

（根小田委員長） 

 間伐はですね。主伐は補助なし。 

 

（事務局） 

 最終まで行くと補助がありませんので、最終の伐採になりますと。経費はそのまま交付

させると、いう格好になります。現在手入れしている間伐、搬出間伐なんかは補助があり

ます。最終整理して清算するときの収入へという段階になりますと、もう補助金がありま

せんので、道なんかは補助金がありますから、そこを利用はするというのはもちろん可能

なんですけど。 

 

（中越委員） 

 よろしいですか。 

 ちょっと、この１枚目の山元価格ですよね。公社の取り分と森林所有者の取り分がいわ

ゆる丸太市場価格から造林原価プラス伐出費が山元価格で、それの６割、４割がそれぞれ

分配すると、こういう状況ですかね。 

 造林原価も含めて。これは。 
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（武田委員） 

 間違ってますよ。間違ってますよ。 

 

（中越委員） 

 ですよね。 

 

（事務局） 

 造林原価は入ってません。 

 

（中越委員） 

 入ってないですよね。 

 

（根小田委員長） 

 入ってないですね。 

 この２の山元価格のところの式の造林原価というのは間違えてる。 

 

（武田委員） 

 はい、伐出費だけです。 

 

（根小田委員長） 

 はい、伐出費だけですね。僕もどこかの資料でそういうふうに読んだことがあるので。 

 ほかの方、はい、どうぞ。 

 

（森永委員） 

 すいません。 

 同じページで造林原価という③の「過去における試算例」とありますけど、これはその

時の通した原価ということでよろしいですか。 

 

（武田委員） 

 それはですね、先ほどもちょっと言いましたけど、直接原価の部分はその時ほとんど終

わってました。その試算をする時に。 

 ただ、一般管理費については、全部の木を伐り倒す時までの森林整備公社のかかる一般

管理費というふうに試算しましたので、それが 28億と 46 億、それから金利についてもそ

の時までの払い済みの分と、それが 83 億で、それから後の分は 104 億程度という。ですの

で、見込みの費用としては 150 億くらいは、このあと発生するとして作った、全部終わっ

て清算した時の価格ということです。 
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（森永委員） 

 そしたらこの金利ですと、その時に伐った分の金利じゃなくて、それ以降発生する金利

もここへ入っておるということ。 

 

（武田委員） 

 すいません、この試算の前提を言わなかったですが、森林整備公社の最後の１本の木ま

で伐った時にかかる総原価はいくらかという。 

 要は森林整備公社が役目を終えて、清算する時までにかかった総原価はいくらかという、

試算の仕方でいろいろあると思うんですけど、ダムとかああいう工事みたいに最後終わっ

た時にいくらかかったという発想で作ったものです。 

 

（森永委員） 

 はい、分かりました。 

 

（根小田委員長） 

 はい、その他、ご質問等いかがですか。 

 

（森永委員） 

 すいません、そうしましたら、単純に言うたら、先ほどの２番の丸太市場価格引く伐出

費が山元価格になるということでしたので、要は今の状況でいくと２万円くらいの市場価

格でなければ、取り分がないということですよね、早い話が。 

 丸太市場価格は、例えば２万円しといて、伐出費が例えば２万円くらいすると、山元価

格がほぼゼロに近く、マイナスになるかもしれないというようなので、今の状況で行くと

ほとんど、手取り分がなくて、ひょっとしたら追い金が必要になるということですね。 

 そういう考え方が生きてるかどうかですね。 

 

（武田委員） 

 こういうことをお話するのはちょっと深くなりすぎてどうしようかなと思うとこなんで

すけど、それこそちょっと許してもらって申し上げさせてもらうと、一つ一つの団地で値

段が全部違いますから、それが 1,000 団地を集積したものですので、まず基本的には。で

すので 1,000 の仕事が終わってみたらどうなる、という発想ですから、１個１個の所につ

いては売れる所と、先ほどから言われてるのは、１個１個の山を見ると売れる山もあるけ

ど、絶対売れない山もある、そういう意味合いですので、この２万円というのも平均的な

伐出費ですので、非常に安く５～６千円で上がる所もありますし、５～６千円とか、もっ

と安く上がる所もあるはずですし、それから３万、４万かかる所もあるはずですし、それ
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が１個１個全部ばらばらのもんですから、なかなかこういう説明が難しいです。 

 

（根小田委員長） 

 よろしいでしょうか。 

 

（森永委員） 

 はい。 

 

（根小田委員長） 

 特にご質問等、なければ先ほどの事務局のちょっと中断しましたけども、説明を継続し

ていただきましょうか。 

 

（事務局） 

 すみません。継続をさせていただきたい。 

 先ほど中断しましたけど、先ほどまでは資料の３の存続の１の場合の上の左の１、２、

３の「公社の存続」、「拡大存続」、「縮小存続」、ここまでご説明をさせていただきました。 

 次４番目としまして、前回お話いたしましたように、「共同経営化」と、民間とコラボが

組めるというか「業務提携」というのも一つの方法ではないかなというふうに、そういう

道もあるんではないかと思っています。 

 ここで見ますと、やはり民間が入ることによって少しコスト削減が見込めるだろうとい

うことで、県民負担については、少し現状よりもいいのかなということ。 

 それからやはり、木材の安定供給ですが、ただ単に伸ばすよりも、時期に応じた供給を

しましすし、量的には今の全部を継続するということでございますんで、少し経営的な感

覚の中で判断をすることが可能かなということで、少しここに書いてあります。ここのと

ころ、先ほども説明したように△がなくて◎が多いということで、これが優れているでは

ないかなということ、冒頭にちょっと説明をしましたように◎についてもものすごくいい

のと悪いのとございまして、△に近い○もございますんで、そこのところ、○◎が多いか

らということで、これが優れてるねということではないと頭の中に入れておいていただき

たい。 

 それから、「民間企業との業務提携」ですが、当然スポンサー、民間でそういう提携先が

あるのかどうか、そこが前提条件になりますんで、何分こちらの方でこういう設定をして

もスポンサーがない限りは、なかなかこういう事業ができないと、大前提でございますが、

それも前提にしていただきたいと。 

 それと次の採算林のみを継続ということで、不採算林を切りますんで、当然コストが下

がる、相対的な管理コストが下がるということで、県民負担ついては少しいいところがあ

るのかなと。 
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 資金調達については、不採算林を廃止するということになりますと、先ほど武田先生が

委員さんにお話したように公庫の方からお金を借りてます。当然契約、公庫上は、事業を

継続するということでお金を約定をしてるんですけども、先ほど武田委員さんの方からも

ありましたけども、今のところは公庫のやつは財政投融資資金を使ってまして、いわゆる

期限利益の喪失という考え方が、実はないので、当初借りた金額がずっと続くと今の民間

の金融機関みたいな形で、例えば明日返したくても返せないというようなことがございま

して、例えば50年の約定であれば50年間返せないというようなことが前提になってます。

ただし、貸した対象の山が止まりだと、契約を廃止したということになれば、元々金融機

関が貸したのは、育林をします、造林をしますということでお金を貸してますんで、その

目的が外れてしまうと、強制的、義務的償還と、否応なしに返さなくてはいけないという

ことになりますんで、不採算林が廃止をしたということになるとそういう繰上げ償還をせ

ざるを得ませんので、公社が一括に償還をしなければならない。そういう資金調達ができ

るかどうか、というところで少し問題があるだろうなということでございます。 

 それと採算林だけをやりますと、先ほども言いましたように、公社の存続の場合の縮小

と同じように、土地所有者がやはり公的な機関よりも民間に近い形に契約をしますんで、

なかなかそこのところご理解がいただけるのか、そういう土地所有者が公社の調べでは約

3 千人くらいおられるようですけど、それが全て対象になれば、当たっていかなければな

らないということで、かなりの問題点が控えてますよ、ということで△にしております。 

 次のページをめくっていただきたいのですが、次の場合については廃止という形、公社

の箱物をなくした時という前提でございます。 

 同じように民営化というのを肯定をしております。完全の民営化というのはほとんど民

間に任せてしまうということでございます。当然民間にお任せをすると、経費的なものに

ついてはまだかなりシンプルというか厳しいものになります。当然、経営的については少

しいいんではないかなと。 

 それから、不採算林については、県が有利子負債で継承せざるを得ない、借金を持った

ままで民間に移るというのはなかなかあり得ないということになります。少しそういうと

こについては、優遇措置があるのかなと。 

 やはり問題になるのは土地所有者ですが、民間に全く移してしまうということになると、

想定されるのはやはり土地所有者については、かなり抵抗があるだろうし、皆さんの同意

がいただけないのではないか。よく金融機関で合併したときについては特例法がございま

すんで、法令上権利がそのまま移るということなんですけども、こういう林業公社につい

て、分収林については特例の法令がございませんので、いちいち契約者ごとに同意をいた

だかないと細部は進まないということで、少しデメリットがあるんではないかということ

でございます。 

 同じように採算林だけを継続するということになりますと、当然コスト的には下がりま

すということでございますが、やはり土地所有者に対する対応については、かなりもっと
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厳しくなると、当然不採算林で契約を解除されることについてはあと、自ら今までの契約

を、期限利益の創出じゃないですけど、今まで何十年も公社の方で管理をしていただくと

いうことが、途中で廃止になったということなんで、土地所有者にとってはかなりデメリ

ットがあるだろうということでございます。 

 その次に、県営林化ということで、県が同じような事業をしてますんで、公社の事業を

県が引き継ぐという前提で県営林化ということです。全部公社の山を県に引き取るという

ことでございます。 

 これについては、前回説明させていただいたように岩手と大分が数年前にこの方式をや

っております。県の方が例えばそういうコスト的なものが劣化をするということで、要は

コストが高くなる、要は公社よりも高くなる可能性があるということでございます。 

 それと資金調達については、前回弁護士の橋本先生が来ていただきましたけども、総務

省の方で三セク債という事を活用させてあげると。公社を整備をする時については、30年

債という特例中の特例の起債を認めていただいて、なおかつ金利については、半分を特別

交付税で給付措置をするというような制度が去年から出来てますので、そういう制度を使

ってくると金利が軽減される可能性があると。 

 ただし、その下に書いてございますが、県は貸付をしてますので、当然県の債権が返し

てもらうわけですから、その返してもらう時には当然山も返してもらうということになり

ますので。いわゆる俗に言う代物弁済ということになりますんで、代物弁済については、

消費税の対象になりますんで、例えば 100 億の資産を返してもらうということになると、

100 億に対する５％がかかるという事がデメリットとしてあると。 

 先ほど申しましたように、岩手とか大分については、消費税の免税措置を受けている。

当時 2,000 万だったと思うんですけど。それまで収入を落としたということで、数年前か

らその２県は 2,000 万を超えないような形で、事業を抑制をしながら計画的に県有林に移

したということで、消費税を免除をしております。そういう問題が出てきます。 

 やはり県有林化をすると、県の方が大きいと言いうか、公的なんで安心するところもあ

るんでしょうけども、やはり土地所有者が変わります。契約の一方が公社から県に変わり

ますんで、当然皆さんの同意をいただかないといかん。これについては、かなり先行して

おります２つの県も苦労をされてまして、なかなか全体的に難しいというのが現状でござ

います。 

 そういうメリット・デメリットがあります。 

 「一部県営林化」。採算の合うところだけ県に取っていくということですが、同じように

これについても消費税の問題が出てくるということで、少し厳しい事がある。ただ、三セ

ク債が使えるということで、金利は軽減される可能性がございます、ということでござい

ます。 

 もう一つは、土地所有者については同じように、先ほどの一部廃止するのと同じように

土地所有者の同意が得られるかどうかというような大きな問題がございます。 
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 最後に「事業廃止」と、止めてしまうということになりますが、廃止になると公社とし

て、県として事業をしませんので、これから追い金が要らない、新規の金が要らないとい

うことで、経費は不要になる。しかしながら事業を廃止をしますと、公社の借金について

は全額公庫の金は返さなくちゃいかない。事業を廃止しますと融資の目的が達せられませ

んので、その時点で義務的償還ということになりますので。そういう一時的な大金を構え

なくてはいけない。ただ、三セク債という活用がございますので、今のところはこういう

事業も可能になってきている。 

 ただし事業を廃止しますと、今まで土地所有者が公社の方に管理をしていただくという

契約をしてますんで、それを破棄するような形態になります。土地所有者の同意が得られ

るかどうかということになると、少し劣化というかマイナス点があるのかな、ということ

で、事業の廃止についてはなかなか難しいところもあるのかな、債務が回収不能額が確定

してしまうということになるかなと。少しメリット・デメリット、メリットの方が大きい

のかなということで、一応３ページ、資料３については、これを相対評価をさせていただ

いて、これが絶対という事でないので、一つの目安として見ていただければな、というふ

うに思っております。 

 資料３については説明をこれで終わらせていただきます。 

 続きまして資料４を見ていただきたいですが、「今後の公社営林の管理について」でござ

います。分収林方式による新規造成と、これについては先ほど武田委員さんからおっしゃ

っていただいたように、国の制度を活用して、拡大造林政策という形で植えろというよう

な形の施策が出来まして、それに対する金融政策が付随をしてきて、全国で 36の都道府県

で 40の公社が今存続をしてるということでございますが、どの県の森林整備公社について

もなかなか財務概要が厳しいということで、超長期の契約をして経済変動・変化に対応で

きないような契約になってますんで、硬直化しているということで、このビジネスについ

ては破たんというか、少し大胆な言葉を使ったんですけども、収支均衡の中ではなかなか

厳しくなってきてるんではないかな、ということが言えるのかなということでございます。 

 真ん中の「社会情勢の変化」ということで書かせていただきました。いわゆる地方財政

の方の地方交付団体の健全化法が出来まして、夕張を端にしたんですけども、公社につい

ても連結決算ということで、県の本体と一緒にするというような健全化法が出来まして、

ここの中で総務省さんの方が「林業公社についても時価に近い形の評価をしなさい」、とい

うことで基準が出されてるということで、今のところ厳しい査定数字が出てきているとい

うことでございます。 

 それともう一つは公益法人については、新公益法人制度ということで、本当に公益性が

あるかどうかということを見極めて、今まで通り都道府県の方が認可をしたと、いいとい

うのでなくて、やはりその専門の委員会で承認をもらうと。許可・認可をもらうというこ

とになります。そういう事が変わってきておりますので、新公益法人に出来るかどうかと

いうことで、その新公益法人の条件については前回説明させていただいたように、財政的
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な問題とか、公益性のある事業であるとか、というのが一つの基準になるのかなと、いう

ことで社会の変化が情勢によってどんどん変わってきてますということで、右の方に書か

せていただきましたように、「時代に対応した森林管理をしていく」というのが、求められ

ているのではないかなと。一つは森林というのは当然多面的機能、いわゆる水源かん養と

かいろいろ公益性の一面も持っています。 

 やはり最終的には、木を伐って収益を上げるという事ですので当然、経済性も持ちこた

えていた、持ち兼ねていたということなど、両性能を持っていかないといけない。手法と

してはやはり時代に対応した中では、今後の公社の経営については少し考えていかないと

いかん。やはり今までどおりではなかなか難しい状況になってきた。 

 それから公社については新公益法人にならないと、なかなか今度は県のバックアップと

いうのは難しいと思います。それとやはりそういう公的なところで限界があると。やはり

「民間という厳しい目の中で活用も導入すべき」であるだろう、というようなことも考え

ていかなければならない、というようなことで、目的と手法がございましてそういう中で

公益性とか、経済性の両面から検討していただく必要があるのかなと、いうことで。そう

することはどういう形かと言うと、やはり資産査定というか、いわゆる民間でいう「資産

査定をして、経済的な木と、経済的に向かない木というのをさび分け」ていかないといか

ないのではないか。ということで、今うちの公社については 5段階で一応分けてまして、

採算林と、不採算林という位置づけで、一応形としてはうちの高知県の公社については出

ています。 

 そういう形の中で、今のような形の中で護送船団の形のようで経営していくのが難しい

ところの中で、新しい会計基準を入れてどういう資産査定をするのかによっては、「公社に

ついては抜本的な改革をしないと、今までどおりの経営ではなかなか難しい」ことが書い

てます。 

 ということで、一番下に書いてございますが、「森林の多面的機能の計画的な発展・発揮」

それから「県民負担の軽減」、こういう視点を持って公社改革をしていかなければならない。

この委員会の中でご意見をいただきたい。こういう視点の中で判断をすべきところもある

のかなと。ポイントを経済性と公益性を比較・考慮していく中でバランスを取りながら、

事業をどういう形にするのかいう事が求められてるのかなというふうに考えておる。 

 以上でございます。 

 

（根小田委員長） 

 はい、ありがとうございました。 

 今後の方向性に関わるいろんな問題点を説明いただいたわけですけども、いかがですか。

ご質問等、ご意見等ございましたら。 

 ものすごい初歩的質問ですがよろしいですか。 
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（事務局） 

 はい。 

 

（根小田委員長） 

 武田委員の最初の資料に県内の森林、民有林と国有林と分かれてます。この国有林以外

の、僕の頭で今まで聞いたのでは、市町村有林だとか、県有林だとかいうのもあるんです

か。 

 

（中越委員） 

 民有の中に 

 

（根小田委員長） 

 民有の中に入っているのですか、それは。 

 

（事務局） 

 国有林以外が 

 

（根小田委員長） 

 国有林以外が民有林。 

 

（事務局） 

 市町村とか県有林は全部民有林ということでいいです。 

 

（根小田委員長） 

 民有に入っているのですか。 

 そうすると 2番目の問題で、県営林と県有林は違うんですね。 

 

（事務局） 

 そうですね。 

 

（根小田委員長） 

 県営林の中に県有林も入っているわけですか。 

 

（事務局） 

 そうです。 
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（根小田委員長） 

 そうすると県営林の中に分収林事業もあると。 

 

（事務局） 

 あります。 

 

（根小田委員長） 

 どのぐらいのウエイト？ 

 

（事務局） 

 県営林としましては、まず８千 ha ぐらい。 

 

（根小田委員長） 

 ８千 haぐらいは分収林？ 

 

（事務局） 

 ごめんなさい。９千 ha。 

 

（根小田委員長） 

 ９千 haが分収林事業ですか。 

 

（事務局） 

 県有林では県が土地も持ってる山が県有林。それが約２千 haございます。 

 

（根小田委員長） 

 ２千 ha。 

 

（事務局） 

 はい。それと県行造林といいましたら、県が行う造林という形ですけども、それについ

ては公社と同じように、土地を土地所有者からお借りをして造林をする。公社と同じよう

に。それが約７千 ha ございます。 

 

（根小田委員長） 

 ７千 ha？ 

 

（事務局） 
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 はい。それと合わせて９千 ha。 

 

（根小田委員長） 

 両方で９千 ha ね。 

 

（事務局） 

 はい。 

 

（根小田委員長） 

 そうすると、公社がやったのが１万５千 ha ですか。県がやってたのが７千 ha。 

 県のやつはいつごろから始まったのですか。 

 

（事務局） 

 これも、県の方も時期がばらばらで。 

 

（根小田委員長） 

 時期がばらばら？ 

 

（事務局） 

 基本的にはもともと県が公的なことをやってまして、それに先ほどちょっと説明したよ

うに拡大造林の中で国の方がそういう公庫資金、制度をつくったりとか、法律制度を整え

まして約 30、高知県の公社が 36 年で古いやつから３番目か４番目だったと思いますけれ

ど、その当時で県が直接やる制度から公社というのをつくって、公社でやるという形で昭

和 30年前後、中ごろからそういう形態に法律も補助制度も変わってきたと、いうことでご

ざいます。 

 

（根小田委員長） 

 これも現在はあるわけよね。県がやってる分収林。 

 

（事務局） 

 県が当時は、やってました。 

 

（根小田委員長） 

 当時のがある？ 

 

（事務局） 
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 当時のは、契約がちょっと長いので。 

 

（根小田委員長） 

 長いから、それは残っていると。 

 

（事務局） 

 残っています。それと途中で一度伐って、収益を上げまして、また植えてるというのも

ございますし。２回目の造林という形。 

 

（根小田委員長） 

 ビジネスモデルでいうと、国のは、市場価格引く伐出費が山元価格と、そういう考え方

ですよね。県も同じですか。 

  

（事務局） 

 同じです。 

 

（根小田委員長） 

 そもそも造林コストが全然入ってないわけよね。造林コストというか投資の部分が全然

ビジネスモデルの中に入ってないわけね。 

 

（事務局） 

 収益の分収の中には入ってない。ですからここへ武田委員が書かれいるように、分収割

合の県の持ち分で利益を造林原価なんかも上げてこないといけない。 

 

（根小田委員長） 

 大分勉強が進んで、僕の個人的な感想ですけど、やはり聞けば聞くほど国の政策の問題

だというか、公庫の貸した責任も含めて、ちょっとこれはひどいなあという感じです。や

はり聞いていると。 

 

（事務局） 

 ただ、昭和 36年ぐらいバブルの絶頂ぐらいの時の価格とか見込み…では人件費なんかも

非常に安かった。机上の計算では合うと。 

 

（根小田委員長） 

 ただ滋賀県の報告書の中にもありましたけど、いろんな社会情勢の変化に対応して修正

するやつはいくらでもあったわけで、それをやらずにズルズル来ているというのは一番大
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きな問題だと思います。ちょっと分からないけれど。 

 ほかの委員の方、いろいろご質問、ご意見等あると思います。いかがですか。 

 公社が存続する場合、それから廃止する場合のケースにつては、現実の可能性というの

は必ずしも考慮してなくて、理論上というか、そういうことだと思いますけれど。 

 

（事務局） 

 はい。 

 

（根小田委員長） 

 いかがでしょう。 

 

（高村委員） 

 ちょっと、横断的なところをお伺いしたいんですけど。よかったら中越委員さんの方に

お伺いしたいんですけど。 

 最近伐採目的で山を売買するケースで、例えば１ha当たりスギでいくらとか、ヒノキで

いくらぐらいとかいうのは、大体今どれくらいで取引されているものなんでしょう。 

 

（中越委員） 

 今、武田さんのこの資料の立方当たりの平均単価とか丸太価格ですとか、伐出経費とか

いうことが、平成 13 年の時の市場価格ですよね。ですから、今、平成 21 年、22年になっ

た時に、また厳しくなっているのは現実です。いわゆる一昨年９月のいわゆるリーマンシ

ョック以降、住宅着工戸数がドンと落ちて、木材の国内の需要というのがドンと落ちて、

やっぱり木材価格は下がってます。 

 ですから、今森林の原木を伐採するという事例が極端に少なくなってると。ほとんどは

利用間伐と言いますか、保育のための間伐の伐採で、十分 50 年、60 年生が出てきてます

ので、住宅の原木の供給用になってるんですけども、皆伐というのは高知県、特に梼原町

は極端に少なくなっている。いわゆる山手側、森林所有者が手放すような価格になってな

いという現実があります。直に ha 当たりいくらというのは、ここではちょっと言えないよ

うな状況です。 

 

（高村委員） 

 県の方は、その辺どのくらいというのを押さえてる事例は。 

 

（事務局） 

 それこそ、千差万別なんです。おっしゃるように主伐というのは極めて少なくなってま

すが、一つの参考として考えていただいたらいいと思うのは、木材の価格、特に平均的に
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市場に出回っている、中目というのは為替変動を伴ったというか、要するに 360 円が崩れ

た時から、国際相場は大体 1㎥ 100 ドルだと考えていただいたら、物語は分かりやすいの

ではないかと思います。 

 国内だけで考えていると、木材の値段は上がったり下がったりしてますけれども、ドル

ベースで見てみると大体 100 ドルベースで動いている。円が高くなっていくと、今、立方

９千円ぐらいでスギは取り引きされているので、もうちょっと厳しい時だと８千円台で取

り引きされる。そういう挙動だと考えていただいたらいいと思います。 

 労働賃金がどんどん、どんどん上がっていきますと、伐出コストと言いますのは、武田

委員がおっしゃったように、ほとんど人件費の塊ですので、隙間と言うのかどんどん、ど

んどん小さくなっていく、ということになると思います。 

 今、一般的には申しましたように、市場価格は１万円程度で、伐出費というのがなかな

か難しいところです。面積が大きいと、例えば、２千円ぐらいで出てくる例もあります。

主伐になると。とっても大きい所で、主伐ですよ。全部道際で集積して、機械を入れてで

きるとかいうのもありますけれども、それはなかなか難しくて、６千円ぐらいだというふ

うに捉えればいいのかなと思います。 

 間伐は先ほども言いましたように、もっともっと生産効率が悪くなりますから、補助金

がなければとても木材価格を賄うということにはならないで、むしろその倍ぐらいコスト

が要るということになりというイメージで捉えていただくといいかなと思います。 

 

（高村委員） 

 それで、山買いをする場合、スギ主体の山とか、ヒノキ主体の山で、大体どのくらいで

今取り引きされているんでしょう。 

 

（事務局） 

 それは組合長に… 

 

（中越委員） 

 いや、それは一概に言えないと思うんですよ。というのは、育林方法によって山の１ha

に原木のどれだけ材積が採れるか、生産されるかというところで、一概には言えないと思

うんです。 

 

（高村委員） 

 私がある人に聞いたのでは、大体１ha50 万円が相場だよと。 

 

（中越委員） 

 そういう話もありますよね。50 万から 100 万スギであれば、そういう値段じゃないでし
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ょうか。 

 

（高村委員） 

 ああ。ちょっと別なところで、愛媛で最近山を買ったところがあって、それはヒノキ主

体の山なんですけど、林道も付いてる。１ha45 万で買いました。安く買いましたとか言っ

てたんですけど、そういうふうな感覚で見ると、１万５千 ha の山を分収林で持ってるとし

た場合、これが１ha50 万とすると、75 億円なんです。純粋に山をそのまま買った場合、木

も下地も合わせて。山を買う人というのは、山の値段、土地の値段というのは全然考えて

なくて、木の値段だけ大体見てるんで、そうした場合、75億円木が全部あるというふうに

考えたら、実際にはこれに 270 億円ぐらいの資産価値を見てるということで、かなりかい

離があるなと、いうふうに見えるんですね。 

 間違ってたら誰か指摘してほしいんですけど、そうすると、200 億ぐらい実際には赤に

なってるんじゃないか、みたいな気がちょっとするんですけど。しかも分収林でやってる

ところというのは、伐採する森林組合さんとかそういうところが売買するように簡単に木

が切り出せないようなところが多いというふうな話も聞きますんで、より価値が低いんじ

ゃないかという気もするんですよ。となると、このまま置くと、金利ばかりどんどん膨れ

上がっていって、大変なことになるんじゃないかなという気がちょっとするんですが。 

 どうなんでしょうか。そういう気がちょっとしました。単なる意見ですけど… 

 

（根小田委員長） 

 どうぞ。 

 

（事務局） 

 説明をさせてください。高村先生が言われるように、もっともでございます。ただ、森

林の特殊性というか、分収林事業については契約を結んでますし、藩政林という、いわゆ

る民間でいう、建設管理勘定的なところがございまして、製品ではないというところがご

ざいまして、基本的な標準売買がいわゆる 60年とか 80年とかいうことにると、商品にな

らないとかいう事がございまして、実は前回もお話しさせていただいたように、全国の中

で森林の資産査定をどうしようか、ということで、商品じゃないものについてはなかなか、

今の時価で評価できないだろう、というようなこともあるし、実際問題、林業公社の森林

整備公社についても契約がございますんで、実際問題伐れない、というところを評価する

のが、本当にいいのかどうか、というところも実はございまして。 

 現実的については少し契約という、先ほども言いました、土地所有者の関係がございま

すので、伐れないのを評価することは、いかがか、というのは一つ会計上ある、現実的に

は難しいのかなということで、少し森林の評価をどうするかというのは、ものすごく難し

いところがございます。 
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 今のところ全国ではなかなか、山によって違いますし、方法によっても違いますし、値

段は千差万別だ、ということで、なかなかそこの評価が難しい、という事です。 

 今、公社が 18 年度の基準でやると、約 29億ぐらいの契約を全部終わったら、29 億ぐら

い、少し今のままでやると、赤になると。収支が赤字になると、いう計算をしております。

これをもう少し詳しくしていかないといけないと思うんですけど。今のところそういう状

態だと思います。なかなか、なんぼだというのが実は難しい。実際の価格、資産がなんぼ

だというのはちょっと難しいところがございまして、少し林業の特異性ではあるのかなと

思います。 

 

（事務局） 

 それと、もう一つ、補足をさせていただきたいのですけれど。「とされいほく」、県の出

資している林業会社がございますけれど、これは補助金が入って間伐をして、間伐で所有

者に ha 当たり 20 万ぐらい実績としてお返しになる。ですから 50 年ぐらいの物から 80 年

ぐらいの契約で、３回、間に間伐をするとすれば、その間にそういう収入が発生するとい

う辺りも加味していただけたらいいわけですね。主伐費用だけで考えると、高村委員の言

われたのはかなり低いレベルだと思いますが、ただ、もう少し高くても、事態はあまり変

わらないので、それに加えてある程度の間伐収入は見込めるだろう、というふうに。だか

らもう少し改善されるというふうに思います。 

 

（根小田委員長） 

 はい、ほかいかがでしょう。 

 採算林、不採算林、言葉はありますけれども、実際大雑把に見て、この公社がやってる

分収林事業のうち、どの程度は採算林だと。 

 

（事務局） 

 採算林、不採算林の定義はなかなか難しくて、公社の方は団地、武田委員が言いました

ように、1,020 団地ございますが、一つひとつの団地をしていって、評価をして、県の負

債が返せるかどうか、契約が切れた時に伐って、返せるかどうかということなんで、全部

返せるというのは約半分。1,000 ありますが、約半分ございます。それから県の昔賛助金

と言いましたけれども、今は貸付金といいますが、これについては少し返ってこない可能

性があるという、というのが 25％で、我々としては採算林という位置づけよりむしろ ABCD

ていう５段階に分けてますが、AB を採算林とすれば、面積的に言えば約 75％ぐらいの率を

占めてるんだという事です。今の契約通りいくとですね。 

 それから計算上ですけども、公社の方はそれを伸ばしていけば、材積が大きくなるんで、

という議論をし始めてますけども、そこは若干無理があるんだろうと思いますけども。今

の契約からいくと 75％ぐらいがなんとか採算がとれながら、やっていけるのではないか。 
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（根小田委員長） 

 どうぞ。 

 

（武田委員） 

 今ちょっとはっきりさせたいんです。 

 公社の考え方の中には、木を置いておけば高くなるという発想があって、だから公社の

基本的なスタンスは木を置いといてくれと。何もしなくても、例えば 20 年置いといてくれ

たら、かなり高くなるんだと。そういう基本的な前提があって、例えば前回、前もらった

資料の中の７番の資料、第１回目の７番の資料で、平成 14 年の時の試算と比べると、それ

が 280 億くらいの赤字だったのが、29億でしたか、それで数字あってますかね。 

 

（事務局） 

 そうです。３ページだと思います。 

 

（武田委員） 

 になったという記述があるんですが、これは実際、物理的な何も変わったわけではなく

て、太ることの計算と、あと若干金利の低減策というのが、17億ぐらいの見た目の好転に

入ってるということで、これは一つはさっきあったように試算の難しさというのに、ちょ

っとお話してるのと、森自体に対して公社というのは必ずそういうように考えてるってい

う考え方を少し聞きたい。 

 

（根小田委員長） 

 大体、現在の価格を基準にしてやってると、一応計算は。 

 

（武田委員） 

 ええ、価格が変わったとか、何か物理的なものがかわったんでなくて、従来 50 年で契約

してたのが 80 年に延ばした部分がかなりありますので、その 30 年分が太るから、その分

が我々のもうけになるんだと。ところが、その 30年間の実際のことを言うと、投入した分

の金利は全部、大変な数になってる。本来別の物に投資してれば、回収、得べかりし利益

というのが受けれないという発想は一切ないという事です。 

 

（根小田委員長） 

 その他。 

 

（事務局） 
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 少し。 

 

（根小田委員長） 

 はい、はい。 

 

（事務局） 

 一つ参考資料で付けてございますが、新聞の切り抜きを付けてございまして、少し林業

公社につきましても、先ほど申しましたように、健全化法の中でやはり動きが出てきてお

りまして、群馬県で２月９日付けの新聞でございますが、「林業公社を存続」ということで

書いてございます。その中で一番上の方の中ほどに「分収林の３分の１ぐらい縮小する」

ということで、ここは多分、今日、電話で確認をしたんですけども、同じように採算林と

不採算林に分けてしまうと。群馬県の公社については３分の１だけが採算が合うという判

断をしてると。あとの３分の２は、採算性が合わないということで、土地所有者に売却す

るか、譲渡するか、ということで、今少し考えておりますと、いうことでございます。こ

の新聞によりますと、中ほどの中で群馬県に確認をしたら、なかなかきれいな数字の計算

はしてないらしいんですけども、分収林を県に引き継いだ場合、いわゆる県営林化という

ことですけども、管理コストがかさむということを群馬県は考えておられまして、公社を

いわゆるリストラしながら、残した方が県民負担が低くなる、というようなことで判断を

されております。先ほど総務省が指摘されておりますように、三セク債というのを使って

債務を整理すると、いうやり方を考えてまして、県の貸付金、同じように県が貸付をして

ますので、群馬県については債権放棄を考えてるということで、一つの流れとしてはこう

いう形にどうしても、動いてきてるのかなということです。 

 神奈川県も前回、弁護士の橋本先生からおっしゃっていただいたように神奈川県は清算

をすると。そして県が持つということなんですけども、一部残して存続するというやり方

もあるし、こういう形の中で各県ともいろいろ改革に進んでいるという一つの支援の事情

もあります。 

 これからこういった形で動くんだなと、いうことでございます。 

 少し紹介をさせていただきました。 

 

（根小田委員長） 

 はい。その他いかがですか。 

 

（中越委員） 

 今２番目の議事に入っていますか。 

 

（根小田委員長） 
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 ２番目を。今日のメインですね。 

 

（中越委員） 

 ちょっと、今日山側としては関係する戸田県森連会長が、今日、都合でお休みですけど

も、森林整備公社と契約している森林所有者の立場として、この側の人間の発言としてお

聞きしていただきたいのは、いわゆる高知県が 84％の全国１の森林率で、県政浮揚でも第

１次産業、農業や林業や漁業をやっぱりこれから活性化させていかなければならないとい

うところで、県政としても、森林・林業に対しては多分の指導・協力もしていただいて大

変感謝もしているところですけども、公社といいながら、県が経営する森林の経営が行き

詰ったという、また仮に事業を廃止したということになると、やっぱり県下の森林・林業

を経営している人、また、そこに従事している人の希望というものがなかなか見えてこな

い、なかなか来なくなるような状況ではないかな、というふうに考えてます。 

 ですから、今日最後に説明があった、民間木材の新聞なんかでも、公社というのはそう

いう意味で経済的なことも含めて、環境資源としてこれから守っていかなきゃならんとい

うことだろうと思いますので、ぜひとも県民の理解も得られなければならない、とは思う

んですけども、そうした環境資源としての森林ということと、山村のいわゆる雇用という

ところにも関わってきますので、ぜひ公社の存続というか、それは別として、事業はぜひ

継続をしていただきたいというふうに思ってますので、よろしくお願いします。 

 

（根小田委員長） 

 現場のご意見を伺ったわけですが、その他いかがでしょか。 

 これは非常に総合的な問題であって、産業振興の。林業関係者の方にちらっと聞いたん

ですけども、国が景気対策とかいろんなことで、森林整備にお金をここ２～３年出してま

すよね。いろんな間伐材とか、どんどんやるのはいいんだけど、先ほど中越委員がおっし

ゃったように、住宅需要の方がものすごく低迷しておって、使い道をどうするのかと。そ

の面で何か工夫しないと、大変なことになるんじゃないということをおっしゃってました

けどね。 

 住宅だけじゃなくて、木材資源の使い方というか活かし方というか、そういう点での開

発だとかいう問題は、単に整備公社だけの問題じゃなくなってくるので、そういう全体的

な、やっぱり、先ほどの資料６の中の「森林の多面的機能の継続的な発揮」という言葉が

ありましたけど、これをどこの担い手、それぞれの担い手がどういう形で総合的にやるの

かという、その場合に森林公社は何を担えるのかというような形で、ちょっと問題を捉え

ないとなかなか先をどうしたらいいのか見えてこないような気がします。 

 その辺もちょっと事務局の方で、もし検討の機会があれば考えていただければと思いま

す 
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（事務局） 

 おっしゃられるように、今の新しい新政権でも、「林業再生プラン」というのを発表され

てまして、その中で 10 年後は国産材の自給率 50％に持っていくという方針を明確に打ち

出しております。 

 国の公共施設なんかは法律をつくって義務付けていこう、というような動きもあるんで

すけれども、まだ内容がはっきりしていない部分があります。 

 それと同時にやはり県でもそういったことで、とにかく今ある資源を有効に活用するた

めには、木を出して売っていかなきゃならないということと同時に、そういったものを通

じて山村の雇用の拡大とか、活性化とかいうこともしていかなければならない、というこ

とで産業振興計画でそういったものを出しておりますけれども、木材需要というのは、住

宅は確かにかなり落ち込んでおります。今後もそう伸びるということはあまり望めないと

思ってますけれども、要するに外材が今 80％、75％ぐらいあるわけです。これを国産材に

変えていくということですので、例えば住宅の大手メーカーさんなんかも今まで外材で、

ずっと家を作られたメーカーさんも国産に切り替えるいうような動きも出てますし、ベニ

ヤという、合板なんですけども、これも外材オンリーだったんですけども、最近では国産

材を使いだしてるということもあります。 

 それに加えて「木質バイオマス」というのですが、枝・葉の部分とか根っこの使いかけ

た部分、これなんかもそういったペレット化して、燃料にしようとか、それから発電所に

交渉して、石炭を減らそうというような環境面でもかなり動きが出てきてますので、そう

いった全体の、木全体を使っていくということが今後重要なこととなります。 

 そうなりますと、木 1本の価格というのは今搬出方法というのは、木 1本全部出してる、

搬出方法を取ってますので、これを全部使えるということになりますと、そこに付加価値

が生まれるということもありますので、そういった方向でやっていかなくてはいかないと

思いますね。 

 ただ、根小田委員長が言われるように、経済的な部分と公社といえども公的な森林とい

う、県民の方は県がやってる、100％出資していた公社ですので、という思いがありますの

で、ここの県民の方の思いですね。公益機能。それからやっぱり今のままではだめで、経

済的にも一定改善をしていかないかん部分もありますので、ここのバランス、行政とすれ

ばここのバランスが非常に難しいところじゃないかというふうに思ってます。 

 今後、十分議論をしていただいて、その辺も含めて検討していただければと思いますけ

れど。 

 

（根小田委員長） 

 委員の方、ほかに、特にございませんでしょうか。どうぞ。 

 

（高村委員） 
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 さっきのお話をうかがって、ちょっと思ったんですけど、各項目ごとの相対的分析表で

いろいろなケースの話が出てるんですけど、この項目はこれだけで十分なのかと。つまり

例えば治山治水についてはどうかとか、それから今の話ですと、バイオマスなんかで二酸

化炭素の吸収とか、そういうところではどうかとか、もし自然環境とかそういうことも含

めて考えるとしたら、そういう項目も入れておくべきなのか、それともそういうのは抜き

にして、経済性とか土地所有者のところとか、そういうところだけ考えてやるべきなのか、

ちょっとそこら辺のところをどうするか、議論した方がいいのかなと、ちょっと思いまし

た。 

 

（事務局） 

 確かに言われるように、図式の見方の下の端にも書いてるんですけども、そういった面、

いろんな面が、この項目だけでは十分じゃない部分があると思います。 

 資料４のところにも付いているんですけども、やはり公益性と経済性、両面から検討を

していく必要があるんじゃないか、ということで、そういった面でいきますと、追加すべ

き項目も検討をしていくべき項目もほかにもあるんじゃないかということを感じます。 

 

（根小田委員長） 

 はい、その他特にございませんでしょうか。 

 いろいろ委員の皆さま、ご意見を伺いましたが、一応本日の委員会で森林整備公社の今

後の大まかな方向性を示すということを求められておるわけですけども、今日の議論でも

ありましたように、今、問題の所在、大分勉強して大分分かってきたようなところがある

んですが、基本的な問題は、平成 20年度末で約 280 億円の負債を抱えておるが、低迷した

木材価格というこういう現状のもとで、借入額に見合う売却益が望めないので、抜本的な

経営改革が必要だと、いうのが基本的な問題なんですけど、そういうことでこの検討委員

会を始めたわけですが。 

 ただ、現段階ではこの問題は全国的な問題で、単に高知県のみの問題ではないんで、国

の方が一体今後どういう対策というか、支援策を講じてくるかいうようなこともまだ未確

定な部分がありますし、それから森林の資産評価、これは一番難しいんでしょうが、この

方法、どういうふうに、例えば先ほどの環境面の評価も金銭的な価値でやるいうようなこ

ともいろいろやられてますんで、そういうことも含めて森林資産評価の方法についても、

地方の代表と専門家で検討されてるようです。その結果がどうなるかということも、まだ

未確定なところもあります。 

 つまり公社の森林資産の精査というものも必要だ、ということもありますので、なかな

か資産査定が終了するまでは資産状況が数字的に確定できないというようなことがありま

して、現時点で抜本的な改革の方向はなかなかこれだ、ということは打ち出しにくい状況

であろうと思います。 



 33 

 今後の公社のあり方については、理論的には、存続だ、民営化だ、県営林化、事業廃止、

その他いろいろありますけれども、県民の負担だとか、公益的機能だとか土地所有者の関

係とか、環境林としての価値だとかいろんな要素を総合的に判断する必要がありますので、

これまで３回委員会をやりまして、ようやくわれわれ委員のレベルで、もちろん従来から

検討委員会に携わって専門的な方おられますけれども、委員会全体としてはようやく問題

の所在・課題みたいなものが浮かび上がってきた状況だと思いますので、今後の方向性と

しては当面、今後、来年度１年間程度、検討を継続して来年度末ぐらいには基本的にどう

いう改革をやるのかっていう、基本的な改革プランを策定するということで、議論を進め

ていったらどうかというふうに、私は感じたんですけれど。 

 そういうふうな方向性でいかがでしょうか。 

 だから公社は当面存続していくということです。もちろん、前提条件としては新たな負

債というか債務は絶対つくらないような、基本的な前提で、当面は公社存続していき、来

年度１年間で抜本的改革プラン策定の検討を行うと。そういう方向で今後進めていくとい

うことでいかがでしょうか。 

 

～ 全員異議なし ～ 

 

（根小田委員長） 

 皆さん、そういうことでよろしいでしょうか。そういうことでしたら、今日、皆さんご

意見いただいた点で、必要な点を加えまして、どうしましょう。私が今話しましたこと何

か文面化して出した方がよろしいですか。もし、ちょっと文章化できるんであれば、やっ

ておいてと事前に言うといたんですけど。 

 

（事務局） 

 はい。じゃあ事務局に確認をしまして…事務局の方で考えたんですけど、少し見ていた

だいて、よろしければそういう方向でやっていただければ… 

 

（根小田委員長） 

 はい。私が今お話したことを大体文章にするとこんなことかな、とちょっと事務局の方

に事前に基本的な方向性がこういうことで、ということで文章化しておいてよ、とお願い

しておきましたんで。 

 もし、この趣旨でよろしいということでしたら、行政改革検討委員会の方に、行政改革

検討委員会は、今年度末に終了いたしますので、この委員会は実は行政改革検討委員会の

サブの委員会という位置づけになっておりますので、委員長の方から報告を求められてお

りますので、この委員会の考え方としてこういう内容で報告をするということでよろしい

でしょうか。 
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 よろしいですか。 

 

（事務局） 

 はい。 

 

（根小田委員長） 

 そしたら、それをこれで報告をしたいと思います。 

 そのほか事務局の方何か。特にございませんか。 

 

（事務局） 

 それじゃ、すみません。少しお礼を申し上げたいと思います。 

 本年度最後の委員会ということで、委員の皆さまには大変お忙しい中、森林整備公社の

経営改革について検討していただきまして、大変ありがとうございます。 

 先ほど委員長の方からも話がありましたように、この委員会は行政改革検討委員会の部

会ということでやっておりますので、一旦、今年度は終了ということになりますけども、

引き続き先ほどもお話がありましたように、公社問題について 22年度も引き続き同じメン

バー、委員さんで公社改革について検討をしていただきまして、抜本的な改革プランの策

定をお願いしたいというふうに考えておりますのでよろしくお願いいたします。 

 今後とも森林整備公社の経営改革についてご検討いただきますようお願いを申しあげま

して、お礼を申し上げます。 

 本日はまことにありがとうございました。 

 

（根小田委員長） 

 はい、それでは以上をもちまして本日の委員会は終了いたします。 

 また来年度は引き続きお願いすることになるかと思います。よろしくお願いいたします。 

 どうもありがとうございました。 

 

（事務局） 

 ありがとうございました。 

 

（委員） 

 ありがとうございました。 


